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提出書類一覧表の更新について（通知） 

 

 

 

日頃より直方市土木行政にご理解ご協力いただき誠にありがとうございます。 

この度、土木工事施工管理の手引き等の運用が改正されたことにより、提出書類一覧表

の一部を更新し随時運用しますのでお知らせします。 

提出書類につきましては、簡素化や様式の統一化を主な目的として運用が過去約 1年間

で 3回も更新されており、困惑している方も多いかと思います。 

つきましては、更新した主な内容について下記のとおり再確認をしますので、今後の監

督業務や事務処理等に遺漏の無いようお役立ていただけると幸いです。 

 

 

 

記 

 

【 更新内容について 】 

 

1. ＣＯＲＩＮＳの登録 

（旧）登録内容確認書を添付 

⇩ 

 

（新）提出書類として添付不要 

今までの運用どおり受注・変更・竣工登録は必要ですが、完了時

に提出書類として提出は不要です。 

市監督職員がメール等で登録状況をその都度確認します。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅠ-10 参照 

  



2. 建退共等掛金収納書 

（旧）直方市様式 

⇩ 

 

（新）建退共様式へ変更 

直方市様式から共通様式へ、その後、建退共様式へ変更されてい

ます。市監督職員が、その内容について確認します。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅠ-18～21 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



3. 施工計画書 

（旧）５，０００万円未満は省略可 

⇩ 

 

（新）５，０００万円以上は「通常版」、５，０００万円未満は「簡易版」 

新たに「簡易版」として必要な添付書類が定められています。 

よって、請負金額に関係なく全ての工事において提出が必要です。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅢ-1～ 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 施工体制台帳 

（旧）施工体制台帳 

⇩ 

 

（新）施工体制台帳（いわゆる「作業員名簿」を含む） 

令和 3年 4月より作業員名簿の作成が追加されています。 

同時に建設業法における建設業許可と技術者制度についても変更

されています。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅡ-7～ 参照 



 

「建設業法における建設業許可と技術者制度」 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅡ-7 参照 

 



5. 現場掲示が必要な標識類 

（旧） 

① 建設業の許可票（すべての業者） 

② 施工体系図 

③ 労災保険関係成立票 

④ 建退共等制度適用事業主工事現場標識 

⑤ 緊急時連絡表および最寄りの病院までの経路図 

⇩ 

 

（新） 

① 建設業の許可票（元請業者のみ） 

② 施工体系図 

③ 労災保険関係成立票 

④ 建退共等制度適用事業主工事現場標識 

⑤ 緊急時連絡表および最寄りの病院までの経路図 

⑥ 作業主任者 

⑦ 再生資源利用（促進）計画 

掲示物に変更と追加があります。 

また、掲示物については写真管理が必要です。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅢ-58 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6. 安全・訓練等の活動報告書 

（旧）安全・訓練等の活動報告書に自己点検チェックリストを添付 

⇩ 

 

（新）報告書の様式を廃止 

様式の統一化により報告書を廃止しています。 

工事打合せ簿に活動内容を記入のうえ、自己点検チェックリス

ト等を添付して実施都度（月当たり半日以上）報告しなければな

りません。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅢ-83～ 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. 交通整理員総括表 

（旧）総括表に出面伝票等を添付 

⇩ 

 

（新）出面伝票等の写しの提出不要 

簡素化のため、総括表を証明する出面伝票等の写しの提出は不

要です。市監督員が総括表の整合性を確認した後、総括表のみ提

出してください。 

 



8. 産業廃棄物集計表 

（旧）集計表にマニフェスト E票写しを添付 

⇩ 

 

（新）マニフェスト E票写しの提出不要 

簡素化のため、集計表を証明するマニフェスト E票写しの提出

は不要です。市監督員が集計表の整合性を確認した後、集計表の

み提出してください。 

 

土木工事施工管理の手引き（令和 5年１月１日一部改正） PⅤ-5 参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9. 建設発生土処分地確認書 

（旧）残土集計表に残土搬入券の写しを添付 

⇩ 

 

（新）残土搬入券の写しの提出不要 

簡素化のため、集計表を証明する残土搬入券の写しの提出は不

要です。市監督員が集計表の整合性を確認した後、確認書と集計

表を提出してください。 

 

 

以上 


